
郵便番号

住　　所

氏　　名

印

ｋｌ

319 台

ｔ－CO2

第３号様式
（第１面）

事業活動地球温暖化対策結果報告書

主 た る 事 務 所
又は事業所の所在地

神奈川県川崎市幸区鹿島田１丁目１－１新川崎三井ビルディング２６Ｆ

ヤマト運輸株式会社

（あて先）川崎市長

１０４－８１２５

東京都中央区銀座２－１６－１０

ヤマト運輸（株）　代表取締役　長尾　裕

　川崎市地球温暖化対策の推進に関する条例第１０条第１項の規定により、次のとおり提出します。

事 業 者 の 氏 名
又 は 名 称

（代理人）常務執行役員関東支社長　大井　博彦

該 当 す る 事 業 者
の 要 件

規則第４条第１号該当事業者

規則第４条第２号該当事業者

規則第４条第３号該当事業者

規則第４条第４号該当事業者

上記以外の事業者（任意提出事業者）

主 た る 事 業
の 業 種

大分類 Ｈ 運輸業，郵便業 

中分類 44 道路貨物運送業

主 た る 事 業
の 内 容

小口貨物運送事業

事 業 者 の 規 模

原油換算エネルギー使用量

自動車の台数

エネルギー起源の二酸化炭素
以外の温室効果ガスの排出の量

所 在 地

電話番号

ＦＡＸ番号

　　　（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

※
受
付
欄

※
特
記
事
項

 ※事業者番号

連 絡 先

担当部署
担 当 部 署 名

メールアドレス



（第２面） （第２面）

計 画 期 間 及 び 報 告 年 度  平成２８年度　～　平成３０年度（報告年度　平成２９年度分）

温室効果ガスの排出の量の
削減目標の達成状況及び温
室効果ガスの排出の量

別添　指針様式第２号のとおり

温室効果ガスの排出の量の
削減目標を達成するための
措置の実施状況

別添　指針様式第２号のとおり

他の者の温室効果ガスの排
出の抑制等に寄与する措置
の実施状況

別添　指針様式第２号のとおり

その他地球温暖化対策の推
進への貢献に係る事項

別添　指針様式第２号のとおり

備　　　考
当社の地球温暖化対策の取組みについては、ホームページにて公表して
います。
Ｈttp://www.kuronekoyamato.co.jp/kankyou/index.html

備考 １　欄内にすべてを記載できない場合は、別紙により提出してください。
　 　２　□のある欄は、該当する□内にレ印を記載してください。
　　 ３　報告書には、事業活動地球温暖化対策指針に定める資料を添付してください。
　　 ４　※印の欄は記入しないでください。
　　 ５　氏名（法人にあっては、その代表者)を記載し、押印することに代えて、本人（法人にあって
        は、その代表者）が署名することができます。



様式第２号　　　　　　　　　　　　（第２面）

２　温室効果ガスの排出の量の削減目標の達成状況（第３号該当者等）

 (１) 温室効果ガスの排出の量の状況（排出係数固定）

　 ア　計画期間の温室効果ガスの排出の量

基準年度 第１年度 第２年度 第３年度 目標排出量

（実） 2,885 （実） 2,975 （実） 2,827 （実） （実） 2,798

（調） 2,885 （調） 2,975 （調） 2,827 （調）

（実） -3.1 （実） 2.0 （実） （実） 3.0

（調） -3.1 （調） 2.0 （調）

　 イ　計画期間の温室効果ガスの排出の量に係る原単位等の値

基準年度 第１年度 第２年度 第３年度 目標年度の値

％ ％ ％ ％

　 ウ　計画期間の温室効果ガスの排出の量の状況についての説明

第１年度

第２年度

第３年度

 (２) 温室効果ガスの排出の量の状況（全社目標）

0.010500.01268 0.01130
排 出 量
原単位等の値

t-CO2/t

0.01230

ヤマトグループは、「事業推進と環境施策の両立」をキーワードに環境保全活動に取り組んでい
ます。これを実現するために、2017年度からの3か年の目標として、「2009年度比、2019年度の営
業収益の伸び率に対し、CO2排出量を10%以上抑制すること」を掲げています。

ヤマトグループのCO2排出量は、904,819t-CO2（前年比100.6%）となりました。
営業収益（内部売上含む）は2009年度比124.3%、CO2排出量は2009年度比112%の伸び率となり、営
業収益の伸び率に対し、CO2排出量の伸び率を12.3%抑制。

2016年度は、ヤマト運輸で使用している車両からのCO2排出量は、宅急便取扱個数の増加により、
469千t-CO2と、前年度から4千t-CO2増加しました。宅急便1個あたりのCO2排出量（原単位CO2排出
量）については、251.7g-CO2と、前年度から17.0g-CO2減少しました。

横浜市への営業所の移転により車両台数が24台減少しましたが、取扱い個数の増加によ
り排出量は3.1％増加しました。
但し、活動量を取扱い個数から算出した年間輸送量とした原単位評価ではエコドライブ
の推進、集配効率の向上により10.9％削減することができました。

10.9 17.2 3.0

横浜市へ車両の異動をしたため車両台数が１５台減少し、排出量は対基準年度２％減少
しました。また、活動量を取扱い個数から算出した年間輸送量とした原単位評価では、
エコドライブの引き続きの推進、集配効率の向上により対基準年比１７．２％削減する
ことができました。これは、弊社が取り組んでおります、宅配ボックスやコンビニ引渡
を活用することでの再配達件数抑制の効果が表れております。

削 減 率

削 減 率

原 単 位 の
活 動 量

輸送量

t-CO2排 出 量

単位

％ ％

t-CO2

％

t-CO2 t-CO2 t-CO2

％



様式第２号　　　　　　　　　　　　（第３面）

３　温室効果ガスの排出の量の削減目標の達成するための措置の実施状況

 (１) 温室効果ガスの排出の量の削減のための措置の実施状況

計　画

第１年度

第２年度

第３年度

計　画
１、車両台数の抑制
２、エコドライブの推進
３、低燃費車両の導入

第１年度

１、車両台数の抑制
　　　・昨年比２４台減少しましたが、横浜市への営業所の移転によるもの
　　　　で、輸送量の増加もあり実質は昨年と変更ありませんでした
２、エコドライブの推進
　　　・全車両に導入している車両運転管理システムの評価データの集計・
　　　　フィードバックにより平均燃費が1.1％向上しました
３、低燃費車両の導入
　　　・トップランナー燃費基準達成車を１６台導入しました

第２年度

１、車両台数の抑制
　　　・昨年比１５台減少しましたが、横浜市への車両移動によるもの
　　　　で、輸送量の増加もあり実質は昨年と変更ありませんでした
２、エコドライブの推進
　　　・全車両に導入している車両運転管理システムの評価データの集計・
　　　　フィードバックにより燃費向上を図っております
３、低燃費車両の導入
　　　・トップランナー燃費基準達成車を２６台導入しました

第３年度

事
業
所
等

(

第
１
号
、
第
２
号
、

第
４
号
該
当
者
等

)

自
動
車
等
 

(

第
３
号
該
当
者
等

)



 (２) 再生可能エネルギー源等の利用実績

　 ア　再生可能エネルギー源等の利用に係る考え方

   イ　計画期間の再生可能エネルギー源等の利用実績

設備等の種類 概要(規模、導入場所、性能等) 導入年度 備考

 　ウ　計画期間の再生可能エネルギー源等の価値の保有実績

種　　類 概要(規模、場所等) 保有年度 備考

様式第２号　　　　　　　　　　　　（第４面）

利用実績ございません



様式第２号　　　　　　　　　　　　（第５面）

４　他の者の温室効果ガスの排出の抑制等に寄与する措置の実施状況

計　画 ございません

第１年度 ございません

第２年度 ございません

第３年度

５　その他地球温暖化対策の推進への貢献の実施状況

計　画

次世代を担う子供達への環境教育のサポートを目的として、地球温暖化をテーマに
「クロネコヤマト環境教室」を開催しています。
学校等に出張してパネルや副読本、紙芝居で学んだあとに、実際にハイブリッド集配
車や新スリーター（電動アシスト自転車+リヤカー）の見学を行ないます。
この教室を通じて、環境を守ることの大切さ・一人ひとりの行動の大切さを子供達に
実感してもらいたいと考えています。

第１年度 「クロネコヤマト環境教室」を４回開催しました

第２年度 「クロネコヤマト環境教室」を3回開催しました

第３年度



様式第２号　　　　　　　　　　　　（第６面）

６　前年度の温室効果ガスの排出の量等の実績（排出係数反映）

 (１) 事業者単位

 　ア　第１号、第２号、第４号該当者等

（実）

（調）

 　イ　第３号該当者等

（実）

（調）

 (２) 事業所等単位（第１号、第２号該当者等）

 　ア　年間の原油換算ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量が 1,500kl 以上の事業所の一覧

事業所の名称

t-CO2
t-CO2
t-CO2
t-CO2

　 イ　年間の原油換算ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量が原油換算で 500kl 以上 1,500kl 未満の事業所の一覧

事業所の名称

t-CO2
t-CO2
t-CO2
t-CO2

　 ウ　年間の原油換算ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量が原油換算で 500kl 未満の事業所の一覧

 (３) 事業所等単位（第４号該当者等）

　 ア　物質ごとの年間の温室効果ガスの排出の量（二酸化炭素換算）が 3,000ｔ以上（二酸化炭

　 　素の場合はｴﾈﾙｷﾞｰ使用に伴い排出したものを除く。）の事業所の一覧

事業所の名称

t-CO2
t-CO2
t-CO2
t-CO2

　 イ　物質ごとの年間の温室効果ガスの排出の量（二酸化炭素換算）が 3,000ｔ未満（二酸化炭

　 　素の場合はｴﾈﾙｷﾞｰ使用に伴い排出したものを除く。）の事業所の数

2,827

2,827

事業所に係る
事業の名称

温室効果ガス
の排出の量

事業所の所在地
日本標準産業分類

細分類番号

事業所の所在地
日本標準産業分類

細分類番号
事業所に係る
事業の名称

エネルギー使用量の規模

400～500kl 未満

事業所の所在地
日本標準産業分類

細分類番号
事業所に係る
事業の名称

200～300kl 未満

300～400kl 未満

事業所数

温室効果ガス
の排出の量

100～200kl 未満

100kl 未満

事業所数

温室効果ガス
の排出の量

t-CO2

t-CO2



様式第２号　　　　　　　　　　　　（第７面）

７　自動車の使用状況一覧（第３号該当者等）

 (１) 車両の種別

台 台 台 台

普通貨物自動車 台 台 台 台

小型貨物自動車 台 台 台 台

大型バス 台 台 台 台

マイクロバス 台 台 台 台

乗用自動車 台 台 台 台

特種自動車 台 台 台 台

 (２) 燃料の種別

358 台 台 台 台 100.0 ％

電気自動車 0 台 台 台 台 - ％

天然ガス自動車 0 台 台 台 台 - ％

メタノール自動車 0 台 台 台 台 - ％

ハイブリッド自動車 74 台 台 台 台 22.3 ％

ﾌﾟﾗｸﾞｲﾝﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ
自動車

0 台 台 台 台 - ％

燃料電池自動車 0 台 台 台 台 - ％

水素自動車 0 台 台 台 台 - ％

ガソリン自動車
（ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ除く）

1 台 台 台 台 0.3 ％

ディーゼル自動車
（ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ除く）

267 台 台 台 台 73.4 ％

ＬＰＧガス自動車 16 台 台 台 台 4.1 ％

その他 0 台 台 台 台 - ％

うち低燃費車※

の台数
190 台 台 台 台 62.4 ％

※  低燃費車とは、「エネルギーの使用の合理化に関する法律」に基づき定められた燃費基準
 　（トップランナー基準）を早期達成している自動車をいう。

基準年度

基準年度 第１年度

334

第１年度

第２年度

319

第２年度

0

台数

内
訳

358 334

1 1

0 0

0 0

第３年度

総　　数

総　　数 319

台数 台数 台数 台数

1

357 333 318

0

0 0 0

0 0 0

0

第３年度

台数 台数 台数

内
訳

0 0

0 0

0

179 199

248 234

0 0

1 1

0

71

0 0

0

14 13

0

0

最新年度

比率

71


